
前橋市 介護保険課

長寿包括ケア課

令和７年１月１５日（水）
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 ● 介護予防支援事業所の指定についての概要

 ● 指定手続き関係について

 ● 運用方法について

 ● その他
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介護予防支援の指定対象の拡大

4R6.1.22 社会保障審議会介護給付費分科会(第239回) 令和６年度介護報酬改定における改定事項について



5R6.1月 厚生労働省老健局 全国厚生労働関係部局長会議資料

介護予防支援の指定対象の拡大



介護予防支援の指定対象の拡大

6R6.1.22 社会保障審議会介護給付費分科会(第239回) 令和６年度介護報酬改定における改定事項について
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申請の際の注意事項

指定申請受付期限

指定予定日 申請書類提出期限

令和７年４月１日 令和７年２月１４日（金）

令和７年５月１日 令和７年３月１４日（金）

令和７年６月１日 令和７年４月１５日（火）
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・法人の登記事項証明書における「目的」の欄に、「介護保険法における介護予防支援

事業」の記載が必要となります。

・指定居宅介護支援事業所が指定を受ける場合の管理者は、主任介護支援専門員で

あることが要件となります。

・指定の申請には審査手数料20,000円がかります。

居宅介護支援の指定を受けている事業所が介護予防支援を申請する際も、20,000円

の手数料が必要となりますのでご注意ください。

・指定日は毎月１日としており、指定予定日の前々月の１５日までに、事前連絡のうえ、

申請書類をそろえて提出してください。
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● 指定介護予防支援事業所の周知（令和7年4月1日以降）

・市ホームぺージに掲載

「前橋市内にある介護サービス事業所の一覧」12 居宅介護支援の一覧に追加。

・要支援結果通知にサービス利用の流れ及び上記一覧を同封。

● 利用者及び家族への説明と確認

・利用者及び家族から直接依頼を受けることが可能となるが、包括からの委託を希望

しているか、指定介護予防支援事業所に依頼を希望しているかを確認する。

・「運用方法について」に基づき、十分に説明し了解を得たうえで、指定介護予防支援
事業所として依頼を受ける。

・利用者及び家族が、指定介護予防支援事業所に依頼を希望する場合、正当な理由
なく介護予防支援の提供を拒んではならない。

・居宅介護支援に準じて実施。

● 介護予防支援の実施

・運営基準に従った対応を行う。※介護予防支援自主点検表（市HP掲載）参照

指定居宅介護支援の基本的な考え方
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● 包括的委託は行わない。

・指定を受けた居宅介護支援事業所、利用者、地域包括支援センターの三者の契約

ではなく、介護予防支援と介護予防ケアマネジメントの変更ごとに契約を行う。

※介護予防支援は、指定を受けた居宅介護支援事業所の契約書を用いる。

● 46請求からAF請求に変更になりうることから、

・指定を受けた居宅介護支援事業所が直接担当する場合についても、担当すること

が決まった時点で担当の地域包括支援センターに連絡する。

・包括との委託契約は必ず事前に行う。

（注）各地域包括支援センターごとに契約が必要
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基本的な考え方

サービス利用実績で46請求⇔AF請求となった場合



● 46請求からAF請求になった場合、

・プラン変更の必要がない場合は、指定を受けた居宅介護支援事業所が担当し作成

したケアプランを引き続き使用可能。

・地域包括支援センターからの委託となるため、包括から介護予防サービス計画等作

成依頼・事業利用申込書を受取る。

・地域包括支援センターに、下記の書類を提出する。

①事業利用申込書

②介護予防ケアマネジメント依頼申出書

③基本チェックリスト(写)

④同意プラン(写)

⑤利用者基本情報(写)

⑥地域包括支援センター名が印字された介護保険被保険者証

基本的な考え方

14

サービス利用実績で46請求⇔AF請求となった場合



● AF請求から46請求に再度変更になった際、再度、指定を受けた居宅介護支援事

業所と本人で契約を行う場合、委託は終了となる。

・基本的には書類の返却はない。

・評価月の前月と評価月に委託を受けた場合については、地域包括支援センターの

プランの原案チェック、同意プラン及び評価表の提出が必要となる。

● 指定を受けた居宅介護支援事業所と本人で契約している期間の書類管理

・指定を受けた居宅介護支援事業所が行う。

基本的な考え方
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サービス利用実績で46請求⇔AF請求となった場合



● ＡＦ請求は、地域包括支援センターのみ行える。

サービス利用実績でAF請求となった場合

⇒ 地域包括支援センターからの委託を受ける。

⇒ 必要書類を地域包括支援センターに提出する。

⇒ 地域包括支援センターが請求を行う。

※46請求からAF請求に判明したタイミングが月末の場合は、月遅れ請求になることも

ありうる。

基本的な考え方
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サービス利用実績で46請求⇔AF請求となった場合



現 行
(地域包括支援センターから委託を受けて行う場合)

指定を受けた居宅介護支援事業所が
直接担当する場合

契 約

・介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントは
地域包括支援センターからの委託のみ。

・地域包括支援センターから、利用申込書を受け
取り、利用者に説明し同意を得る。

・居宅介護支援事業所と本人で契約を行う。

・請求が４６からＡＦになった際は、地域包
括支援援センターからの委託となる。

ケアプラン

・アセスメントを実施し、ケアプランの原案を地域包
括支援センターに提出し、原案チェックを受ける。

・担当者会議を開催し、利用者の同意を得て、同意
プランを地域包括支援センターに提出する。

・アセスメントを実施し、ケアプラン原案を作成
する。

・担当者会議を開催し、利用者の同意を得て
保管する。

その他書類
・終了時に指定の書類を地域包括支援センターに
返却する。

・すべて居宅介護支援事業所で保管する。

請 求

・指定された日までに、地域包括支援センターに
実績報告書兼委託料請求書、委託料請求書（明
細書）、給付管理票または給付管理連絡票を提出
する。

・居宅介護支援事業所で請求を行う。
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地域包括支援センターの委託から指定を受けて居宅介護支援事業所が
直接担当する場合

【地域包括支援センターに返却する書類】

・介護保険被保険者証（写）

・主治医意見書（写）、認定調査票（写）

・利用者基本情報（写）

・基本チェックリスト

・介護予防サービス・支援計画書（ケアマネジメント結果等記録表）

・支援経過記録

・評価表

【地域包括支援センターから受取る書類】

※現在のプラン期間内の以下の書類

・基本チェックリスト

・介護予防サービス・支援計画書（ケアマネジメント結果等記録表）

（アセスメントの結果、変化があった場合には新たに作成する）
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居宅介護支援事業所から地域包括支援センターの委託となる場合

【地域包括支援センターから受取る】

・介護予防サービス計画等作成依頼

・事業利用申込書

【地域包括支援センターに提出】

・事業利用申込書

・介護予防ケアマネジメント依頼申出書

・利用者基本情報（写）

・基本チェックリスト（写）

・介護予防サービス・支援計画書（ケアマネジメント結果等記録表）（同意プランの写）

【評価月とその前月に委託を受けている場合】

・介護予防サービス・支援計画書（ケアマネジメント結果等記録表）の原案チェックと

同意プランの提出

・評価表（地域包括支援センターよりコメントを受け、原本は受託事業所が保管）
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本日の説明会についてのアンケートの記入を

お願いします。
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